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第２期高知県国民健康保険運営方針（概要）

第２期高知県国民健康保険運営方針の概要（R2.12.25策定）

Ⅰ 基本的な事項

■目的：県と市町村、国保連合会が緊密に連携し、保険者としての事務を、三者が共通認識の
下で実施するとともに、市町村が事業の広域化や効率化を推進することにより、国保制度が、
将来にわたり安定的に運営されるよう県内における統一的運営方針を定める

■根 拠：国保法第82条の２
■対象期間：令和３年４月１日から令和６年３月31日

Ⅱ 県における国民健康保険制度の運営に関する基本的な考え方

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

第４章 市町村における保険料の徴収の適正な実施

第３章 市町村における保険料の標準的な算定方法

第５章 市町村における保険給付の適正な実施 第６章 医療費の適正化の取組

第７章 市町村が行う事務の広域的及び効率的な運営の推進

○共同実施事業、保険料（税）減免基準の統一、申請書等の
様式の統一、研修会等の実施、市町村事務処理標準システム
の導入支援、マイナンバーカードの取得促進

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 第９章 施策の実施のために必要な関係市町村相互の連絡調整

○県・市町村国保事業運営検討協議会における
意見交換等

第１章 高知県国民健康保険運営方針の基本的な事項

○KDBシステム等情報基盤の活用、地域包括ケアシステムの構築の
推進、県が策定する保健・医療・介護等の各種計画との連携

基
本
認
識

○収納率が低く、収納不足が生じている市町村は、収納率の要
因分析を実施
○目標収納率の設定
○口座振替や特別徴収の拡大、租税債権管理機構の活用
○収納担当職員等向け研修会の実施

○療養費の支給の適正化
○レセプト点検の充実強化
○第三者求償事務の取組強化

○第３期高知県医療費適正化計画に定める取組と整合性を図り、
特定健診及び特定保健指導の実施率の向上、生活習慣病等の
重症化予防の推進、糖尿病性腎症透析予防強化プログラムの実

施、後発医薬品の使用促進、重複・頻回受診者への指導、医薬
品の適正使用の推進等の取組を推進

○医療費の将来見通しは、医療の高度化や高齢化により、一人当たりの医療費の増加に歯止めが
かからない状況となっている
○2025（令和5年）までに団塊の世代を中心とした多くの被保険者が後期高齢に大量移行するこ
とに伴い、今後、県内国保の財政運営に大きな影響が予想される
○国保が解消すべき赤字は「決算補填等目的の法定外繰入額」と「繰上充用金の増加額（決算補
填等目的のものに限る）」の合算額と位置づけ、当該市町村ごとに赤字解消計画を定めた上で、目
標年次を設定し、解消を目指す
○累積赤字（過去の繰上充用金）は、引き続き各市町村の実情に応じ、可能な限り解消を目指す
○県国保財政安定化基金を活用し、財源不足時に県・市町村に貸付・交付を行う

○国民皆保険を支える最後の砦であり、国保財政を支えることが、国民皆保険
を死守する上で最大の課題となる
○県内国保の持続可能性を高めつつ、国保制度の構造的課題の解決を国に
対して、働きかけていくことも必要となる
○一人当たりの医療費の増加に歯止めがかからないため、被保険者が負担する
保険料は上がって行かざるを得ない見通し
○高額医療の発生等により、小規模な被保険者で保険料が急激に上昇するリ
スクや、保険料の市町村格差の拡大を抑制する必要性がある

県内国保の
持続可能性の確保

被保険者間の
公平性の確保

＜運営方針に新たに盛り込む内容＞

○「県内国保の持続可能性」と「被保険者間の公平性」を確保する
ことを目的とし、今後、関係者で将来的に県内国保の保険料水
準を統一することを目指した議論を行い、令和5年6月までに県
内国保の保険料水準のあり方についての結論を得る
※議論にあたっては、健康づくりや医療費適正化の取組を引き続き、全
市町村で行うことや、市町村の取組へのインセンティブを損なわないよう
に配慮する必要がある

○第２期運営方針期間中は基本的にこれまでの算定方法を継続
・保険料の算定方式は３方式（所得割・被保険者均等割・世帯別平等割）
・均等割と平等割の割合は70：30
・応能応益割合は引き続き、所得係数β（全国平均の１人当たり所得に対する県平均の１人当たり
所得の割合）を用いて算定
・医療費指数反映係数αは第2期運営方針期間中はα＝1（市町村の医療費水準を全て国保事業
費納付金の算定に反映）とし、今後引き下げの方向で検討

○納付金の仕組みの導入に伴う激変緩和措置は廃止とし、経過措置（3年間）を設け、段階的な

縮減を行う。
※標準保険料率については、市町村ごとのあるべき保険料率とその理由をより把握しやすい形で提示

方向性 NEW

新

通知
書

2



第２期高知県国民健康保険運営方針の取組状況（概要）

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

第４章 市町村における保険料の徴収の適正な実施

第３章 市町村における保険料の標準的な算定方法

第５章 市町村における保険給付の適正な実施 第６章 医療費の適正化の取組

第７章 市町村が行う事務の広域的及び効率的な運営の推進

○代表市町村担当職員で構成する作業部会等において、保
険料（税）減免基準の統一、申請書等の様式の統一等につ
いて検討を行っている。

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 第９章 施策の実施のために必要な関係市町村相互の連絡調整

○「高知県県・市町村国民健康保険事業運営検討協議会」を、
令和３年度１回（幹事会７回、作業部会５回）開催し、関
係者間の意見交換を行った。

第１章 高知県国民健康保険運営方針の基本的な事項

○市町村にKDBの積極的な活用を促すと共に、地域包括ケアシ
ステムに関する庁内の動向の把握と、地域包括支援センタ－の運
営に国保部局としての参画を要請。

○市町村規模に応じて目標収納率を設定。
○R３年度収納実績では、22市町村が目標収納率を達成。
○県は収納率の低い市町村の向上に向けて研修会等で各
市町村での取組状況を情報提供するなどしながら、指導助
言を行っている。

○療養費の支給の適正化を図るため研修会を実施。
○国保連合会においてレセプト点検の充実強化を図っている。
（R3：22保険者→R4：26保険者）
○第三者求償事務の取組強化としてアドバイザーを招いた研
修会を実施。

○特定健診及び特定保健指導の実施率の向上、生活習慣病
等の重症化予防の推進、糖尿病性腎症透析予防強化プログラ
ムの実施、後発医薬品の使用促進、重複・頻回受診者への指導、
医薬品の適正使用の推進等の取組を実施。
（R2健診受診率：高知県35.2%、全国33.7%）
（R元健診受診率：高知県37.7%、全国38.0%）

○決算補填目的等の法定外繰入れを行った市町村は令和２年度は８市町村、令和３年度
は７市町村。
○各市町村は、自市町村が定める『赤字削減・解消計画書』に沿って、計画的・段階的に削
減・解消を進めている。
○累積赤字（過去の繰上充用金）は令和２年度及び令和３年度に１市町村で存在。
○県は、事務打合せ等において、進捗状況等を確認しながら、指導・助言を行っている。
○県国保財政安定化基金については令和３年度での貸付・交付実績は無し。

○第２期運営方針期間中は基本的に第1期運営方針期間中の算定方法を継続。
○年度間で被保険者の急激な負担の変化が起きないように県の財政調整基金を活用し、納
付金水準の平準化を図っている。

3

将来的に県内国保の保険料水準を統一することを目指した議論

県内国保の
持続可能性の確保

被保険者間の
公平性の確保

方向性

○市町村個別訪問を行い将来的な保険料水準の統一について、全市町村で異論が無いことを確認。
○運営検討協議会や幹事会、作業部会等を開催し県・市町村・国保連合会で議論。
○保険料水準統一に向けて必要となる知識を習得するための市町村職員向け研修会を実施。

○令和４年８月22日に知事と県内市町村長で会議を開催。
○令和12年度に県内国保の保険料水準の統一を行うこと等について会議で諮り、全会一致で合意確認。

県内国保の保険料水準の統一に向けた知事・市町村長会議

（単位：円）

R3 R4

納付金総額 22,738,115,721 21,954,801,525

一人当たり納付金額 140,556 140,567



第2期運営方針の取組状況（第１章から第4章）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

1 第１章 高知県国民健康保険運営方針の基本的な事項

3
保険料水準を統一することを目指し
た議論

・「県内国保の持続可能性」と「被保険者間の公平性」を確保
することを目的とし、今後、関係者で将来的に県内国保の保
険料水準を統一することを目指した議論を行っていくこととす
る。

・保険料水準統一に向けて必要となる知識を習得する
ための市町村職員向け研修会を実施した。また、市町
村訪問や運営検討協議会、幹事会、作業部会等を通じ
て市町村や国保連合会と議論を行った。令和４年８月
22日に知事と市町村長とで保険料水準の統一を目指
すことについて合意確認をした。

・個別検討事項についての市町村との合意形成。
・引き続き、保険料水準の統一に向けて統一保険料導入
による納付金算定方式の変更（医療費指数反映係数の
引き下げなど）や激変緩和措置の具体的な内容などにつ
いて、関係者と議論を行っていく。

4 第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

17
赤字市町村における赤字解消計画
の策定

・解消・削減しなければならない赤字を有する市町村は、医療
費水準、保険料（税）率の設定、収納率等、赤字となった要因
分析を行うとともに、必要な対策について整理し、その取組内
容や目標年次等を設定した赤字解消計画を策定することとす
る。

・令和３年度決算で決算補填目的等の一般会計法定
外繰入を行った市町村は７市町村（令和２年度は８市
町村）であり、該当市町村全てにおいて、赤字解消計
画を策定している。
・また、事務打合せ等において、進捗状況等を確認しな
がら、指導・助言を行っている。

・各市町村は、自市町村が定める『赤字削減・解消計画
書』に沿って、適切な保険料（税）率の設定、収納確保対
策、公費（保険者努力支援制度など）の確保等の取り組
みを実施し、計画的・ 段階的に赤字の削減・ 解消を進める。

28 第４章 市町村における保険料の徴収の適正な実施に関する事項

32 収納対策の取組

・収納対策が必要な市町村は、低収納率の分析を行い、口座
振替や特別徴収の利用拡大、租税債権管理機構の活用など
収納率向上の取組を行うものとする。
・県においても、収納担当職員等向けに研修会を実施するな
ど、市町村の収納対策への支援を行う。

・R3年度95.7％（現年）
・目標収納率達成市町村 22（全34中）
・市町村との事務打合せにおいて、収納対策を聞き取
り、収納率向上に向けた助言を行っている。
・収納率向上の取組として、新たに国保担当となった市
町村職員に向けた研修会を毎年開催している

・統一の議論の中でも、市町村の収納率の差異をできる
だけ解消することが求められている。
・研修会等で各市町村での取組状況を情報提供するなど、
全体的な収納率向上に向けて、特に収納率の低い市町
村の向上に向けて働きかける。
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第2期運営方針の取組状況（第５章①）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

33 第５章 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項

36 県等による保険給付の点検、事後調整

36 レセプト点検の充実強化

36
国保連合会での二次点検の実施
の拡充

・国保連合会は、市町村からの委託によるレセプト点検の充実を図る。

・国保連合会において、レセプト点検共同事業の
拡大を図り、R4.4現在26保険者が参加している。
（R3.4 22保険者）

・概ね順調に実施されている。
・引き続きレセプト点検共同事業の拡大を図る。

36 レセプト点検システムの導入
・国保連合会は、縦覧・横欄点検が可能なレセプト点検専用システムの
導入による点検強化を図り、市町村のレセプト点検を支援する。

・国保連合会は、平成29年度に縦覧・横欄点検が
可能なレセプト点検専用システムを導入し、市町
村のレセプト点検を支援している。

・点検専用システムによる点検を行うことにより、引き
続き支援を行っていく。

36
県等によるレセプト点検の充実
強化等への支援

・県及び国保連合会は、市町村の事務職員やレセプト点検員向けの研修
会の開催及びアドバイザーの派遣を行い、レセプト点検の充実強化を支
援する。

・毎年度、レセプト点検員を対象とした研修会を県
と国保連合会の共同で開催し、レセプト点検の充
実強化に向けて支援している。
・各支部研修会に県から国保医療給付専門指導
員を派遣し、事例検討等を行っている。（令和3年
度は書面で回答）
・県と国保連合会の共同で診療報酬改定説明会
を令和４年７月に開催した。

・今後もレセプト点検員等を対象にした研修会を開催
することによって、レセプト点検を支援していく。

36
各種情報の活用によるレセプト
点検の充実強化

・国保連合会は、市町村から受託し作成している医療保険と介護保険の
突合情報を活用し、今後もレセプト点検の推進を図る。

・全市町村から受託し作成している医療保険と介
護保険の突合情報を活用して、国保連合会がレ
セプト確認、電話照会、過誤調整等を行っている。
また、県において研修会や集団指導、事務打合せ
を通じて、突合情報の活用を各市町村に働きかけ
る。

・国保連合会は今後も突合情報を活用したレセプト確
認等を推進する。県は事務打ち合わせを通じて引き続
き市町村に働きかけていく。
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第2期運営方針の取組状況（第５章②）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

36
県、市町村、国保連合会での情
報共有と広域的なレセプト点検

・県、市町村、国保連合会は、レセプト点検の充実強化を図るため、保
険医療機関等の診療報酬の過誤内容などについて情報共有を進める。
・県は国保総合システムを活用し、市町村のレセプト点検結果等の情
報を基に広域的な点検を行うなど診療報酬等の請求の適正化に努め
る。

・各支部会で提起された診療報酬の過誤内容の課題
について、県が研修会を開催し助言を行っている。
・市町村間の異動があった被保険者に係るレセプトに
ついて県が点検を行っている。
・市町村等の再審査結果に基づき、広域的見地によ
る給付点検を県が行っている。

・今後も診療報酬の過誤内容の課題について
研修会を開催して情報共有を図る。
・市町村間の異動のあった被保険者の情報や、
生活保護部門と情報共有した内容等によるレ
セプトの点検を引き続き行う。

37 不正利得の徴収

・県は、保険医療機関への個別指導等により判明した不正利得や不
当利得の回収等については、各保険者別に返還金額を把握し、各保
険医療機関等からの返還同意書を取得するなど、市町村の事務負担
の軽減に努める。
・広域的・専門的な対応が必要な不正請求の事案が発覚した場合は、
不正利得の回収に係る事務処理規約及び事務処理方針に基づき、市
町村の委託を受けて県が一括して対応することにより、効率的な返還
金の徴収を図る。

・個別指導等により判明した不当利得等の回収につ
いて、返還同意書の取得から過誤調整依頼まで県が
行っている。
・市町村との協議を行い、「高知県市町村保険医療機
関等又は指定訪問看護事業所に係る不正利得の回
収に係る事務所規約」及び「事務処理方針」を平成30
年度に策定済。
・事案発生時における県と市町村の業務内容を整理
し周知している。

・概ね順調に実施されている。
・引き続き事案発生時における県と市町村の
業務内容を整理、周知する。

37 療養費の支給の適正化
・県は、療養費支給申請の審査に係る研修会を開催することにより市
町村の療養費審査の適正化を支援する。

・令和３年８月に療養費に関する研修会の開催した。
研修時に高知県作成のあはき審査マニュアルを配布。

・保険者において審査に必要な知識が十分で
ないことから、引き続き審査に必要な知識の向
上を図るための研修会を開催する。

37 交通事故等第三者行為による保険給付費の第三者求償事務の取組強化

37 数値目標の設定とＰＤＣＡ
・市町村は、第三者求償事務を効率的・効果的に行うための数値目標
を設定し、PDCAサイクルに沿った取組を行う。

・各市町村において、保険者における傷病届出受理
日までの平均日数などの４つの評価指標について数
値目標を設定し、PDCAサイクルに沿った取組を行って
いる。

・届出勧奨等の取組強化を行っているが、事
故状況、総件数等が影響し目標値とならない
場合がある。
・定めた目標が達成できるよう事務打ち合わせ
等で助言を行う。

37
損害保険関係団体との覚書に
基づく取組

・市町村は、平成28年度に締結した損害保険団体との覚書に基づく取
組を実施することにより、第三者行為による傷病届の確実な提出及び
提出までの期間短縮を図る。

R４事業実施状況報告
（対象期間：R３.８～Ｒ４.７）
・損保団体からの提出数

95件 目標：115件
（前年度 90件 目標117件）
・傷病届の提出までの期間
実績 86.5日/件 目標 65.6日/件
（前年度 実績92.8日/件 目標75日/件）

・概ね順調に実施されている。
・引き続き第三者行為による傷病届の確実な
提出及び提出までの期間短縮を図る。
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第2期運営方針の取組状況（第５章③）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

37
第三者行為による傷病届に関す
る啓発強化

・市町村は、広報誌やホームページ、医療費通知等に第三者行為に伴う
傷病届の提出義務の啓発文を掲載することなどにより、被保険者への周
知を図る。

・各市町村において、機関誌や医療費通知等によ
り周知を図っている。

・第三者行為に伴う傷病届の周知度が低いことから、
事務打ち合わせにおいて周知の機会を増やすよう促す。

37
第三者求償事務アドバイザーの
活用

・国保連合会や市町村は、第三者求償事務の課題に対応するために、国
が委嘱している第三者求償アドバイザーの活用を進める。
・市町村は、傷病届の様式(覚書様式)と第三者行為の有無の記載欄を設
けた療養費等の各種申請様式をホームページで取得できるようにするなど、
被保険者が傷病届を提出しやすい環境を整える。

・県と国保連合会の共催により令和4年8月に第三
者求償アドバイザーを招いて研修会を開催。
・連合会への問い合わせにより、アドバイザーを活
用する前に問題解消されるケースがある。
・各種申請様式等のホームページ掲載市町村数
29市町村

・ホームページでの様式の掲載は保険者努力支援制
度の指標にもなっている。事務打ち合わせにおいて、
未実施の市町村に事情等を聞き取り実施を促す。

38 県及び国保連合会の取組

・県は、各市町村における第三者求償事務の取り扱いに関する数値目標
やＰＤＣＡの状況などを把握し、求償事務の改善が図られるよう必要な助
言や情報提供などを行う。
・国保連合会は、県と協力し研修会を開催するとともに専門的知識を有す
る職員の育成に努め、市町村職員からの電話等での相談対応等も行い、
市町村職員の求償事務に関する知識の向上に取り組む。また、全ての市
町村から委託を受けていることから、今後とも求償事務の専門性を高め、
求償事務の取組の強化を図る。

・事業実施状況報告によりＰＤＣＡの状況を把握す
るとともに次年度の目標設定について助言を行っ
た。
・令和4年8月に国保連合会と共催で実施した事務
担当者研修会において、目標設定に対する助言や
他保険者との比較によるフィードバック等を行った。
・国保連合会は市町村職員からの相談に対して専
門性を持って対応している。

・国保事務打ち合わせ等で、数値目標に向けて必要な
助言を行う。

38 高額療養費の取扱い

38 多数回該当の取扱い

・平成30年度以降、県も国保の保険者となったことに伴い、県内の市町村
間で住所異動があっても、世帯の継続性が保たれている場合は、平成30
年４月以降の療養において発生した、転出地における高額療養費の多数
回該当に係る該当回数を転入地に引き継ぎ、前住所地から通算することと
なった。この際の「世帯の継続性に係る判定」及び「高額療養費の計算方
法」については、厚生労働省通知「新たな国保制度における資格管理及び
高額療養費の取扱いについて」に基づき、引き続き行うこととする。

・「新たな国保制度における資格管理及び高額療
養費の取扱いについて」(平成30 年３月19 日保国
発0319 第１号国民健康保険課長通知)に基づき実
施している。

・事務打合せ等に際に、国の通知に基づき適切に実施
されているか確認する。

38 高額療養費の申請勧奨
・被保険者が高額療養費の申請を適切に行えるよう、引き続き全市町村が
被保険者に対して文書による申請勧奨を実施する。

・現在全市町村が申請勧奨を実施している。

・市町村によって申請勧奨の対象となる金額が異なる。
※支給金額があまりにも低い場合、交通費等との費用
対効果を考慮して申請勧奨しないケースがある。
・金額に関係なく、支給対象者全員への支給勧奨を促
す。
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第2期運営方針の取組状況（第６章①）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

39 第６章 医療費の適正化の取組に関する事項

46 壮年期の死亡率の改善に向けた取組

46
個人へのインセンティブの提供及び
分かりやすい情報提供

・市町村は、県が実施している高知家健康パスポート事業を活用するなど
市町村独自の予防・健康づくり事業に取り組む。
・市町村は、「個人の予防・健康づくりに向けたインセンティブを提供する取
組に係るガイドラインについて（平成28年5月18日付け保発0518第１号）」に
基づき、インセンティブが一般住民の行動変容につながったかどうか効果
検証を実施する。
・市町村は、ガイドラインに基づき、加入者の健康状態を分かりやすく伝え
るため、健診結果等のグラフ化や検査値と疾病リスクの関係の説明など、
個人への分かりやすい情報提供を実施する。

・高知家健康パスポートは県内市町村の健康づくり事業の
プラットフォームとして構築されており、全市町村において、
健診や健康づくりイベントの実施などに活用されている。
（令和４年度からアプリのみで運用）
・市町村との事務打合せの場などで、個人へのインセンティ
ブの提供状況や、健診結果の情報提供方法などを確認して
いる。

・健康づくり無関心層や、健康づくりに関心はあ
るが一歩踏み出せていない方に対する後押し。
・健康行動の定着化。
・インセンティブ強化や、ウオーキングイベント
の回数増など健康パスポートアプリの機能充
実、魅力向上を図り、ポピュレーションアプロー
チの強化につなげていく。

46
特定健康診査受診率、特定保健指
導実施率の向上

・県及び市町村は、被保険者への受診勧奨の一層の実施やがん検診との
セット化など特定健診実施率及び特定保健指導実施率の向上対策を協力
して実施する。
・県は、マスメディアを活用した特定健診の受診の呼びかけや、受診率の
低い年齢層をターゲットにした啓発を行うとともに、特定保健指導体制の強
化に向けた市町村の取組を支援する。

・特定健診について、市町村国保の受診率は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により減少しているものの全国平均
は上回った。（R２市町村国保：高知県35.2%、全国33.7%）
・特定保健指導の実施率は上昇傾向で、全国平均を上回っ
た。（R２市町村国保：高知県30.1%、全国26.9%）
・県からは、市町村に受診勧奨やがん検診とのセット化など
の積極的な実施を呼びかけてきた。
・また、県においてマスメディアを活用した特定健診受診勧
奨や、受診率の低い40歳代前半、節目となる50歳及び60歳
をターゲットにした特定健診受診勧奨を実施した。
・特定保健指導体制の強化に向け、市町村保健師等を対象
に、特定保健指導資質向上研修会を開催した。

・新型コロナウイルス感染症の影響による受診
控えをした人の受診離れを防ぐ受診勧奨が必
要。
・40歳代の受診率の向上をが必要（R２受診率：
全体（40～74歳）が35.2%であるのに対し、40～
44歳が20.1%、45～49歳が19.9%）。
・現在の取組の継続と、未受診対策として効果
的と思われる新たな取組や県内外の市町村の
事例を参考とした受診勧奨方法など、国や県の
調整交付金の助成メニューを活用し、引き続き
取組強化図る。

46 血管病の重症化予防対策

・県は、「高知県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づく市町村の取
組の支援のため、市町村保健師等への研修を実施するとともに、糖尿病看
護の専門家等を糖尿病アドバイザーとして市町村に派遣する。
・透析導入が数年後に予測される患者に対し、医療機関と市町村が連携し
て強力に保健指導を行うことで、透析導入時期の遅延を目指す糖尿病性
腎症透析予防強化プログラムを令和２年度に作成し、モデル地域で実施す
る。
・市町村は「高知県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を参考に、地域
の実情に応じた事業計画を策定し、事業内容を評価しながらかかりつけ医
等と連携して血管病の重症化予防に取り組む。

・希望市町村へ糖尿病アドバイザーを派遣実施し、医療機
関や保険者等を対象とした血管病重症化予防研修会を実
施。
・県内８モデル医療機関及び保険者の協力のもと糖尿病性
腎症透析予防強化プログラムに基づく 介入を実施している。

・糖尿病性腎症重症化予防プログラムのさらな
る取り組み促進が必要。
・糖尿病性腎症透析予防強化プログラムによる
介入結果の検証と医療機関から保険者に高リ
スク者をつなぐ連携体制の構築が必要。
・保健師や医療従事者向けの研修会の開催や
糖尿病アドバイザーの派遣を継続して実施。
・糖尿病性腎症透析予防強化プログラムを実
施するモデル医療機関を増やし、さらなる検証
を実施。
・医療機関と保険者が連携した保健指導の事
例集を作成し、医療機関等への普及を図る。8



第2期運営方針の取組状況（第６章②）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

46 がん検診の受診率向上対策

・県は、県民に対してテレビＣＭをはじめマスメディアを活用したがん検診
の啓発や、市町村の取組に対する支援を行い、市町村は、検診対象者に
がん検診の重要性の周知や受診の勧奨を行うとともに、特定健診のセット
化など利便性を考慮した検診体制の構築を進め、受診率の向上を図る。

・検診対象者への個別通知、未受診者への再勧奨等の市
町村の受診促進の取り組みを支援
・ＴＶＣＭ、ラジオ、ＳＮＳ等を活用した広報啓発
・セット検診実施市町村に当日の運営補助要員等を支援
・市町村の精密検査未受診者への受診勧奨を支援

・新型コロナウイルス感染症の影響により、低下
した受診率の回復
・受診率は上昇しているが、胃・大腸・子宮頸が
ん検診は目標の50％に届いていない
・無症状の時に受診する必要性が県民に十分
届いていない。
・がん検診の受診率の向上に向けてセット検診
や受診勧奨について働きかける。

47 歯周疾患（病）検診の実施
・県は、広域検診の体制維持に対する支援を行い、市町村は、歯周疾患
（病）検診を毎年度実施できるよう努めるとともに、検診対象者に受診の勧
奨を行い、受診率の向上を図る。

・歯科医師会と市町村の集合契約により成人歯科健診の
体制を構築し、令和３年度からは全市町村で成人歯科健
診を実施している。

・各市町村で歯科健診が受けられる体制は一
定整ったが、県民の受診行動の定着には至っ
ておらず、各市町村と連携した対策が必要。
・受診率の向上に向けて歯科医師会及び歯科
衛生士会と連携し、啓発を行う。

47
データヘルス計画に基づく保健事
業の実施

・市町村は、データヘルス計画及び個別の保健事業計画に基づきＰＤＣＡ
サイクルによって効果検証を行いながら、特定健診の受診率の向上や糖
尿病の重症化予防など、より効果的・効率的な保健事業を実施する。
また、データヘルス計画の改訂に際しては、評価結果を踏まえ内容を見直
す。
・県は、市町村の計画及び実施に対し、保健事業支援・評価委員会を通じ
て助言を行うとともに、保険者協議会と連携し、効果的な事例の共有など
の支援を行う。

・29市町村で中間評価実施済み（評価結果を踏まえ内容
を見直ししたのは24市町村）
・県は、保険者協議会において市町村の保健事業の実施
状況を紹介し、事例の共有を行った。

・中間評価未実施の市町村がある。
・令和5年度の最終評価に向けて、保健事業支
援・評価委員会を通じて助言を行う。

47 その他の医療費の適正化の取組

47 後発医薬品の使用促進

①県が行う取組
・医療関係者等に対する使用促進のためのセミナーの開催
・県民への啓発（リーフレット等による啓発、啓発資材の作成と配布等）
・医療機関及び薬局への後発医薬品使用の働きかけ
・高知県後発医薬品安心使用促進協議会における使用促進策等の協議
及び保険者協議会と連携した取組
・地域の中核病院等の採用後発医薬品リストの公開
②市町村が行う取組
（ア） 後発医薬品差額通知の対象者拡充
・後発医薬品差額通知を全年齢の被保険者を対象に実施
・後発医薬品差額通知対象医薬品等の見直しによる後発医薬品差額通知
の送付率の向上
（イ） 後発医薬品希望カードの配布
被保険者が、医師や薬剤師等に後発医薬品を希望しやすいよう、全被保
険者を対象とした後発医薬品希望カードの配布
（ウ） 市町村立医療機関への後発医薬品使用促進の働きかけ
国保直営診療所などの市町村立医療機関へ後発医薬品の使用促進の働
きかけ

・県では、H30年９月以降、ジェネリック医薬品の差額通知
対象者の一部に対し、県の服薬サポーターによる電話勧
奨を実施している。
・県民向けに、新聞広告やリーフレット等による啓発を実
施した。
・医療関係者等に対する使用促進のためのセミナーの開
催や地域の中核病院等の採用後発医薬品リストの公開、
保険薬局を対象にジェネリック医薬品の使用率を示した資
料を提供することにより、後発医薬品の積極的な使用を要
請した。
・保険者協議会において各保険者に積極的な利用の呼び
かけを行った。
・市町村では、全市町村でジェネリック医薬品の差額通知
（全年齢対象、毎月送付）を実施するとともに、後発医薬品
希望カードの配布も引き続き行っている。
・市町村立医療機関への働き掛けは、市町村によって対
応に差がある。

・全市町村で通知を実施し、全国第2位の伸び
率で使用は進んでいるものの、使用割合は全
国45位と低迷している。
・引き続き通知の実施や服薬サポーターからの
電話勧奨を通じて、ジェネリック医薬品の安全
性等の県民理解を図るとともに、GE医薬品使用
促進のための環境整備を進める。
・市町村との事務打合せにおいて、後発医薬品
の使用促進についてより積極的な対応を要請し
ていく。
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第2期運営方針の取組状況（第６章③）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

48
重複頻回受診、重複服薬者に対す
る取組

・県は、医薬品の適正使用を促すことを目的として、対象者に対し服薬情
報を通知する。
○通知基準
年齢：65歳以上、薬剤種類数：６種類以上、医療機関数：２医療機関以

上、処方日数：14日以上
・市町村は、レセプトデータ等を活用し、重複頻回受診者及び重複服薬者
の抽出を行い、適正受診、適正服薬の指導に取り組むとともに、医薬品の
適正使用を盛り込んだ重複頻回受診・重複投薬の是正に向けた被保険者
への啓発に取り組む。

・H30年10月以降、県が重複・多剤の対象者に通知を送
付し、通知対象者の一部に対し県の服薬サポーターが
直接電話勧奨を行っている。
・国保連合会から全市町村に対し、重複頻回受診・重複
服薬者のリストを送付している。

・市町村によって人員体制等に違いがあるため、
取組状況には濃淡がある。
・事務打合せ等において、リストを活用した対象者
への働きかけを助言していく。

48 医療費通知の取組

・全市町村で、医療費通知に関する厚生労働省の通知に基づき、以下の
内容を表示した医療費通知に取り組む。
○表示内容
医療費の額（10割又は被保険者が支払った医療費の額）、受診年月、１年
分の医療費、医療機関名、入院・通院・歯科・薬局の別及び日数、柔道整
復療養費

・全市町村で実施している。
・全市町村が実施しており、保検者努力支援制度
の要件も満たしていることから、引き続き実施を促
す。
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第2期運営方針の取組状況（第７章①）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

49 第７章 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項

49 共同事業実施
・医療費通知、後発医薬品の差額通知及び被保険者証等の印
刷や国保のしおり等の被保険者への啓発用冊子の作成などに
ついて、引続き共同で実施する。

・市町村と国保連合会とで共同実施を行っている。 ・引き続き共同で実施する。

49 保険料（税）減免基準の統一
・保険料（税）の減免基準が市町村間で統一されていないこと
から、県内市町村の減免基準の統一に向けて取り組む。

・保険料水準統一の議論を進める中で、減免基準の統一につい
ても検討を実施している。

・統一に当たって、これまで各市町村で独自に規
定してきた基準をどう取り扱うか、検討が必要
・保険料水準統一の議論の中で、主に作業部会
で基準の統一に向けた議論を進める。

49 出産育児一時金・葬祭費の支給額
・葬祭費については、現状では３万円から５万円の幅があるこ
とから、格差を縮小するよう取り組む。

・出産育児一時金については全市町村が42万円となっている。

・葬祭費については、R2.4.1現在で以下のとおり
5万円：4市町村
4万円：3市町村
3万円：27市町村

・保険料水準統一の議論を進める中で、葬祭費の支給額統一に
ついても検討している。

・いずれも保険者の任意給付であり、現在の給
付額とする根拠や基準が保険者により異なった
り、明確でない状況がある。
・保険料水準統一の議論の中で、葬祭給付の統
一に向けた議論を進める。

49 申請書等の様式の統一

・可能なものについては、県内市町村が統一した様式となるよ
う、市町村事務処理システムの様式を参考に、統一化に取り組
む。
なお、統一する様式については、今後市町村と協議を行う。

・国は事務処理標準システムの導入の積極的な検討を保険者に
対して要請しており、県は市町村に必要な情報提供を実施して
いる。
・保険料水準統一の議論を進める中で、統一する様式について
検討している。

・各市町村の事務処理体制とも関連するため、ど
のレベルまでの統一が必要か、検討が必要
・国が令和7年度をめどとして進めている市町村
事務処理標準システムの標準化や、自治体のシ
ステム標準化の動きを注視する必要がある。
・市町村事務処理システムの様式を使用した様
式統一の可能性の検討を中心に、引き続き市町
村と検討を進める。

49 研修会の実施
・県及び国保連合会で実施している市町村向けの研修会につ
いては、国保事務の適正化等を進めるために、内容等の充実
を図りながら引き続き実施する。

・実施中
・概ね順調に実施されている。
・引き続き、国保事務の適正化等を進めるために、
内容等の充実を図りながら実施する。

50
市町村事務処理標準システムの導
入の検討

・今後自庁システムの更新時などに標準システムの導入につ
いて検討を行うにあたり、県は、標準システムの導入に対する
国の動向について情報提供を行う等、導入に向けた支援を行
う。

・県から市町村に、国の動向について適宜情報提供を行ってい
る。
・令和元年度に国保連合会の電算委員会内WGで議論した結果、
導入の場合はベンダークラウドでの導入を検討することとなり、
各市町村において検討中。
・県内14市町村においては、導入済み又は令和４年度中に導入
予定。

・システムを活用するのは市町村であるため、市
町村が、導入によるメリット・デメリットを十分に理
解した上で、市町村が導入の是非・時期などを判
断することが必要。
・県に設置する国保運営検討協議会と当該WG
の連携を図りながら検討を進める。
・政府が検討している自治体のシステム標準化
の動きを注視し、市町村に情報提供を行う。

11



第2期運営方針の取組状況（第７章②）
運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

50
被保険者証と高齢受給者証の一体
化の検討

・県は、市町村と協議を行い、一体化に向けた検討を行う。
また、検討にあたっては、マイナンバーカードによるオンライン
資格確認により、被保険者証と高齢受給者証に関する情報が
把握できるようになることから、マイナンバーカードの普及状
況や医療機関等のカードリーダーの配置状況を踏まえて、検
討を行う。

・県・市町村国民健康保険事業運営検討協議会 作業部会
（資格）において議論を行い、令和５年８月に被保険者証と高
齢受給者証の一体化を実施することとなった。

・一体化証のレイアウトを国保連合会電算委員会に
おいて協議。
・被保険者証の更新時期に関する広報を実施。（国
保連合会広報委員会と連携。）

50
マイナンバーカードの被保険者証と
しての利用に伴う取得促進について

・県においても関係課と連携して、マイナンバーカード利用の
メリットを周知することにより、市町村におけるマイナンバー
カードの取得促進への支援を行っていく。

・厚生労働省所管の社会保障・税番号制度システム整備費等
補助金に係る情報を市町村あてに周知。
・マイナンバーカードの保険証利用の広報用素材等について、
市町村あてに情報提供を実施。
・県内保険医療機関等に、マイナンバーカードの保険証利用に
係るシステムの積極的な導入について要請を行った。

・自治体によってはマイナンバーカード自体の取得
率が伸び悩んでいる場合がある。
・引き続き、県においても関係課と連携して、マイナ
ンバーカードの保険証利用に係るメリットの周知等を
行い、市町村におけるマイナンバーカードの取得促
進への支援を行っていく。
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第2期運営方針の取組状況（第８章）
運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

51 第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

51
国保データベース（ＫＤＢ）システム
等情報基盤の活用

・県は、国保データベース（ＫＤＢ）システム等の健診・医療に係
る情報基盤を活用し、市町村の保健事業の運営が健全に行わ
れるよう、必要な助言及び支援を行います。

・県において国保データベースシステムの活用を開始（Ｈ30
年度）
・市町村との事務打合せにおいて、KDBの活用状況の確認
と、積極的な利用を要請している。
・国保連合会において、KDBの操作研修を実施している。

・保健事業への助言やデータ分析を行う方法、技術
的レベルの確保が必要
・事務打合せなど各市町村の保健事業について助言
等を行う機会に、KDBを活用し抽出したデータに基づ
く助言を行う。

51
地域包括ケアシステムの構築に向け
た取組

・市町村は、保健、医療、介護、福祉の部署と連携し、次のよう
な取組を行うことにより地域包括ケアシステムの構築の推進を
図る。
①地域包括ケアの構築に向けた保健、医療、介護、福祉、住ま
いなど庁内の部局横断的な議論の場への国保部局の参画
②地域包括ケアに資する地域のネットワークへの国保部局の参
画
③ＫＤＢ・レセプトデータを活用した健康事業、介護予防、生活支
援の対象となる被保険者の抽出
④個々の国保被保険者に対する保健活動、保健事業の実施状
況について、地域の保健、医療、介護、福祉サービス関係者と
の情報共有の仕組みづくり
⑤国保被保険者を含む高齢者などの居場所・ 拠点、コミュニティ、
生きがい、自立、健康づくりにつながる住民主体の地域活動へ
の国保部局としての支援の実施
⑥国保直診施設を拠点とした地域包括ケアの推進に向けた取
組の実施
⑦後期高齢者医療制度及び介護保険制度と連携した保健事業
の実施

・各市町村において健康教室の開催や特定健診をはじめと
する各種健診の実施と受診勧奨による地域活動への支援
を実施。
・地域包括支援センタ－の運営委員会に国保部局として参
画。
・県では市町村との事務打合せにおいて、地域包括ケアシ
ステムに関する庁内の動向の把握と、国保部局の参画を要
請している。

・市町村によって、取り組み状況にばらつきがある。
・市町村事務打合せ等において状況の聞き取りおよ
び助言を行う。
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第2期運営方針の取組状況（第９章）

運営方針
ページ

項目 運営方針の記載内容 これまでの取組
課題及び
今後の対応

53 第９章 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整その他県が必要と認める事項

53 ＰＤＣＡサイクルの実施
・県は、高知県国民健康保険運営方針に基づき、市町村が実施する事業
の継続的な改善に向けたＰＤＣＡサイクルの取組について指導・助言を行
う。

・各種調査や事務打合せ等で状況を把握し、指導・助
言を行っている。

・概ね順調に実施されている。
・引き続き、関係団体と連携を取りながら進める。

53
高知県県・市町村国民健康保険事業
運営検討協議会における意見交換
等

・「高知県県・市町村国民健康保険事業運営検討協議会」を引き続き設置
し、関係者間の意見交換や協議を行う。
・国保連合会とも協力し、ブロックごとの市町村との意見交換会を定期的
に開催し、全市町村の意見の国保運営への反映に努めます。

・実施中かつ継続実施。
R３年度：運営検討協議会１回、幹事会７回（書面開
催含む）、作業部会４回

R４年度（８月まで）：幹事会３回、作業部会５回
このほか、各ブロック会への参加や意見照会を随時実
施している。

・引き続き、関係団体と連携を取りながら進める。

53
高知県国民健康保険運営方針の見
直し

・高知県国民健康保険運営方針は、３年ごとに検証して見直しを行います。
検証等に当たっては、県及び市町村、国保連合会が十分協議を行い相互
の合意形成を図ります。

・上記の取り組みを通じて、県及び市町村、国保連合
会で協議を行っている。

・統一保険料導入による激変緩和措置の記載内容
等の個別検討項目に関する合意形成。
・引き続き、運営検討協議会等で市町村及び国保
連合会と協議を行い、第３期運営方針の記載内容
を整理していく。
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